
1．は じ め に

近年の日本では、障害者の権利に関する条約

（以下、障害者権利条約）の批准（2014年）や

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法

律（以下、障害者差別解消法）施行（2016年）

等を背景に、インクルージョン（inclusion）が

保育、福祉、教育分野をはじめ、さまざまな分

野における重要な理念として注目されている。

それに伴い、本理念に基づいた共生社会の構

築、さらには保育現場におけるインクルーシブ

保育実践の実質的な展開が期待されている。し

かし、共生社会の構築に向けて未だ検討課題が

多く、インクルーシブ保育も、保育現場での実

践において具現化できているとは言い難いのが

現状である。

共生社会について、さまざまな捉え方がある

なか、「共生社会の形成に向けたインクルーシ

ブ教育システム構築のための特別支援教育の推

進（報告）」（文部科学省 2012）では、「これま

で必ずしも十分に社会参加できるような環境に

なかった障害者等が、積極的に参加・貢献して

いくことができる社会である。それは、誰もが

相互に人格と個性を尊重し支え合い、人々の多

様な在り方を相互に認め合える全員参加型の社

会である。」と定義している。そして、「このよ

うな社会を目指すことは、我が国において最も

積極的に取り組むべき重要な課題」とあり、障

害児やその家族等、誰もが住みやすい共生社会

の構築は、今後の日本における社会的命題の一

つと位置づけられる。

ただし、共生社会の構築を阻む社会的障壁

が、依然として存在することもまた事実であ

る。社会的障壁とは、「障害がある者にとつて

日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるよ

うな社会における事物、制度、慣行、観念その

他一切のもの」（障害者基本法第 2条第 2項）

を指す。たとえば、音声のみによる緊急時のア

ナウンス等、障害者の存在を意識していない考

総 説

日本におけるインクルーシブ保育の
実現に向けた現状と課題
──障害とインクルージョンをめぐる動向を踏まえて──

Current Status and Issues for the realizing Inclusive Childcare in Japan :
Based on the trends surrounding disability and inclusion

直 島 正 樹

キーワード 障害、インクルージョン、インクルーシブ保育、障害児保育、共生社会

1



え方（慣行）や、「障害者はかわいそうだ」「障

害者は何もできない」等といった社会のなかに

おける障害等への差別・偏見（観念）等が挙げ

られる。この障害等へのマイナスイメージに関

して、「世論調査報告書（障害者に関する世論

調査（平成 29年 8月調査））」（内閣府 2017）

から、障害を理由とする不当な差別解消に向け

た意識や取り組みが、社会全体で十分に浸透し

ていない現状を理解できる1）。このような状況

は、障害児と、その保護者を含めた家族の生き

づらさをより一層助長すると考えられる。

本稿では、日本の共生社会の構築、インク

ルーシブ保育実践の実質的展開に向けて克服す

べき課題・方向性について、障害とインクルー

ジョンをめぐる動向を踏まえた上で述べる。こ

れにより、「日本における共生社会構築の実現

に向けたインクルーシブ保育のあり方」提示へ

の一助としたい。

なお、インクルーシブ保育は、障害のみなら

ず、人種・国籍・性別等、人々をすべての属性

から解放し、個としての尊重を前提としてい

る。そのような意味で、「障害児」のみにフ

ォーカスしてインクルーシブ保育を検討するこ

との危うさを指摘する声もある（高橋 2019 :

47）。この点を踏まえつつ、障害等への差別・

偏見も障害児や家族等の生きづらさを助長する

要因と考え、その生きづらさ解消の観点から、

共生社会構築に向けたインクルーシブ保育のあ

り方の提示を目指していく。本稿は、その研究

の一環である。

2．「障害」をめぐる社会の現状と課題

（1）「障害」の表記
「障害」の表記について、これまでにもさま

ざまな議論が行われてきている。元々の表記は

「障礙・障碍（「碍」は「礙」の異字体）」とい

われ、第 2次世界大戦以前は、「障害」ととも

に用いられていた（特に身体障害を指す場

合）。戦後の国語政策で「礙」や「碍」が常用

漢字表から排除されたことで法制度上「障害」

となり、本表記が社会全体で広く用いられるよ

うになっていった2）。国の見解も、当面は、法

令等における表記に「障害」の使用が妥当とし

ている3）。

国が「障害」表記使用に一定の妥当性を示す

一方、近年は、「障がい」の表記を用いる地方

公共団体や民間組織も見られる。これは、「害」

の字が持つマイナスの意味作用から、障害児・

者は社会的に存在価値がないと誤解を招く可能

性がある等の指摘を踏まえて用いられ始めた表

記である。たとえば、大阪府は「マイナスのイ

メージがある『害』の漢字をできるだけ用いな

いで、ひらがなで表記」（大阪府 online）して

おり、岐阜市も「『害』という漢字の否定的な

イメージを考慮」（岐阜市 online）を一因に、

公文書等には「障がい」を用いている。内閣府

等が行った一般国民からの意見募集において

も、「柔らかい印象があり、点字を利用してい

る人でも書くことができる」等、肯定的な声が

聞かれる（内閣府 2010 b : 11）。また、マイナ

スの意味作用の社会的障壁を低くするとの考え

から、少なくとも当面は、すべて平仮名の「し

ょうがい」の表記が有効とする見解もある（大

矢 2020 : 142-143）。

その他、兵庫県宝塚市では、「碍」の方が

「害」よりも適切と判断し、公文書等に「障碍」

表記を用いている。同市によると、「碍」には

バリアなどの意味があるが、これは社会的障壁

との相互作用によって創り出されているという

ことである。そして、社会的障壁の除去が大切

で、「障碍」の本来の意味について知識を普及
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させること、障害の有無に関わらず、誰もが暮

らしやすい社会の実現を図ることを目指す意図

から、「障碍」に表記を改めたと説明している

（宝塚市 online）。

このように「障害」の表記は、①「障害」、

②「障がい」、③「しょうがい」、④「障碍」を

めぐり、どの使用が適切であるか未だ統一され

た見解がなく、多くの議論の余地が残されてい

るのが現状である。「害」の字が持つマイナス

イメージを軽減するという意味では、②「障が

い」もしくは③「しょうがい」が考えられる

が、「平仮名の『がい』」では実態が見えない」、

あるいは「障害の社会性を曖昧にする」等、否

定的な意見がある（内閣府 2010 b : 11）。さら

に、「『害』という漢字だけでなく『がい』とい

うひらがな文字においても、マイナス（負）の

意味を持っていることは同じである。『障』と

いう漢字もマイナス（負）のイメージがあり、

『しょうがい』というひらがな文字に置き換え

ても同じ」（内閣府 2010 a : 6）といった、表記

に関わる議論自体の意味を問う意見もある。

④「障碍」を用いる妥当性について、宝塚市

の説明は障害の社会モデル（2（2）参照）に関

わる視点も含んでおり、一定の理解ができる部

分はある。ただし、文化審議会・国語課題小委

員会における、「害」か「碍」か、という漢字

表記の問題ではなく「しょうがい者」という用

語の問題との見方等から、現在まで「碍」の常

用漢字表への追加が見送られてきている（福田

2021）。仏教語に由来する「しょうげ」の語源

に関する議論もあり、果たして「障碍」の表記

が適切といえるのか、引き続き検討していく必

要がある4）。

法制度上用いられる①「障害」の表記につい

て、②「障がい」表記の使用を主張する理由に

もあるように、「害」の字のマイナスイメージ、

それに伴う障害者への悪影響を懸念する声が聞

かれる。その一方、「表記や呼称を変更したと

しても、いずれ同じ議論を繰り返すことにな

る」や「表記の問題よりも、障害者を取り巻く

差別と偏見を取り除くことが先決」等、「障害」

表記を支持する意見がある（内閣府 2010 b :

10）。また、「障害者は社会に害をもたらすので

はなく、社会から害を背負わされているととら

えるべきであり、安易に『害』の字を抜くこと

は障害者問題の解決にとってマイナスになる」

（千草 2016 : 23-24）といった見解もある。さら

に、障害者団体・特定非営利活動法人 DPI 日

本会議の意見の一つに、「社会にある多くの障

害物や障壁こそが『障害者』をつくりだしてき

た。このように社会に存在する障害物や障壁を

改善又は解消することが必要である。このよう

な社会モデルの考え方と障害者権利条約の条文

では、『Persons with Disabilities』と表記してい

ることから、現段階では、『障害』の表記を採

用することが適当」（内閣府 2010 b : 5／下線部

筆者）とある。確かに、単に表記を改めるだけ

では、障害等への差別・偏見等、障害に関わる

問題の根本的解決に結びつくわけではなく、言

葉遊びのレベルに過ぎないという見方もでき

る。

障害等への差別・偏見の解消という目的にと

ってより重要となるのは、実際に対象者（障害

児・者）と接する際にどのような行動をとるか

であり、たとえひらがな表記によって障害児・

者へのイメージが改善したとしても、実際の交

流場面における態度に変化がなければ、障害

児・者を取り巻く環境は改善しにくいといえる

（栗田・楠見 2010 : 130）。そのため、表記のみ

の安易な変更・見直しは、障害児や家族等が抱

える問題を逆に見えにくくし、その生きづらさ

解消という本質的な部分の問題解決へとつなが
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らないと考える。

以上のような見解・状況を鑑みると、今後、

「障害児・者」「健常児・者」等も含め、「障害」

という言葉自体の代替表現について、「障害」

等に起因する障害児とその家族等の生きづらさ

解消、共生社会構築を目指す観点から、表記だ

けに限らない本質的な継続議論が必要と考え

る。本研究では、その点を踏まえつつ、社会全

体における障害等へのより適切な理解を深める

ことが重要と考え、ひとまず法制度上用いられ

る「障害」の表記を使用する次第である。

（2）ICF（国際生活機能分類）にみる「障害」
の捉え方

「障害」の表記と同様、その捉え方も、国や

地域、時代の状況、個人の意識等によりさまざ

まである。このようななか、国際的に共通する

障害の捉え方について、かつては世界保健機関

（WHO）が 1980年に発表した国際障害分類

（以下、ICIDH）があった。これに基づき、障

害は「機能・形態障害（Impairment）→能力低

下（Disability）→社会的不利（Handicap）」と

いう 3つのレベルで、一方向の作用による捉え

方をされていた。しかし、この捉え方では、個

人の機能障害が能力障害を引き起こし、その結

果、社会的不利が生じ、社会的不利を被る原因

は個人の機能障害や能力障害にあるという因果

関係で障害が示されることになる。つまり、

「社会側の拒否や否定的態度等による問題が障

害の状況を引き起こすということが考慮され

ず、障害の個人の属性としての側面ばかりに視

点を当てること」になる（中村 2011 : 3）。こ

のような点をはじめ、ICIDH の問題点が各方

面から指摘されて見直しを求める声が強くなっ

たことで、2001年の第 54回世界保健会議

（WHO 総会）において、国際生活機能分類

（以下、ICF : International Classification of Func-

tioning, Disability and Health）へと改定された

（図 1）。

ICF では、「障害はマイナスのもの」「特別な

もの」とは捉えず、否定的な言葉が排除されて

中立的な言葉による記述となっている。従来の

「機能・形態障害」「能力低下」「社会的不利」

という次元の名称が、「心身機能・身体構造

（Body Functions & Structure）」「活 動（Activ-

ity）」「参加（Participation）」に変更され、これ

らの総称を「生活機能」と呼ぶ。そして、生活

機能が何らかの問題を抱えた否定的な側面は、

各々「機能障害」「活動制限」「参加制約」と

し、「障害」はそれらすべてを含む包括的概念

として用いられている。

また、「背景因子」として、人間と周囲の環

境との関係性を示す「環境因子」と、個人の人

生・生活の特別な背景を意味する「個人因子」

の考え方が加えられている。つまり人間の生活

は、家庭や職場等といった周囲の環境と、習慣

や性格等の個人的な事柄とが互いに関連・影響

するものとされたわけである。「障害」も個人

的な事柄（個人因子）のみならず、人間が生活

をするなかで、「環境因子」との相互作用によ

って、心身機能・身体構造に機能障害が生じた

り、活動が制限されたり、社会参加が制約され

たりするといったように、環境との関連で起こ

るもの（作り出されるもの）と捉えられている。

ICIDH をはじめ、従来は障害について、個

人の問題であり、病気・外傷やその他の健康状

態から直線的に生じるもので、専門職による個

別的な治療というかたちでの医療を必要とする

ものとみる（世界保健機関（WHO）2002 :

18）、いわゆる医学モデルに基づく捉え方であ

った。これに対して、「障害を主として社会に

よって作られた問題とみなし、基本的に障害の
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ICF

健康状態／変調・疾病
（health condition／disease or disorder）

活動
（activities）

参加
（participation）

心身機能・身体構造
（body functions & structure）

環境因子
（environmental factors）

個人因子
（personal factors）

生活機能
（living functions）

背景因子
（background factors）

ある人の社会への完全な統合の問題としてみ

る。障害は個人に帰属するものではなく、諸状

態の集合体であり、その多くが社会環境によっ

て作り出されたものであるとされる」（世界保

健機関（WHO）2002 : 18）、社会モデルがあ

る。ICF は、これら 2つのモデルを統合した相

互作用モデルに基づく構成になっており、「障

害を伴う個人だけに視点をあてるのではなく、

個人を取りまく環境の状態を概念の中心にとら

えるという考えで、個人の要因に多くを帰着さ

せる障害理解の仕方から、社会的な視点からの

理解への変化がそこにある」（中村 2011 : 4）。

これにより、障害児・者の生きづらさを、個人

の心身の状況だけではなく、障害に由来しない

その人の特徴や、家庭や職場など周囲の環境と

の関連も視野に入れて捉えることが可能とな

る。そして、「健康状態」のなかには、妊娠・

高齢・ストレス等、プラスあるいは中立的な言

葉も含まれており、障害の有無や年齢等にかか

わらず、人間は誰もがその人らしく成長・発達

し続けられるという、基本的な考え方に立った

ものである点を読み取ることができる。

（3）障害児や家族等の生きづらさ
先述の通り、障害等への差別・偏見といった

共生社会の構築を阻む社会的障壁の存在は、障

害児や家族等の生きづらさ、すなわち生活のし

づらさを助長することになる。そもそも「生

活」について直島（2014 : 62）は、ある一部分

を切り取って理解できるものではなく、そこで

の主体性、QOL、環境との結びつきという関

係性の視点から理解する必要があるものとして

いる。そして、生きづらさ（生活のしづらさ）

とは、人間としての主体性が阻害されている状

況（人権の侵害）、生活の質が脅かされている

状況（QOL の低下）、生活の場が好ましくない

状況（環境の不備）としてそれぞれ考えること

が可能と述べている。

このような生きづらさ（生活のしづらさ）が

生じる構造について、山縣（2021 : 39）は、人

間・家庭と環境との間の関係（人間と環境との

接点で生じる相互作用や交互作用）が円滑に営

まれていないことによるものとしている。そし

て、子どもの生きづらさは、子ども自身に責任

があるのではなく、このような環境自体が抱え

図 1 国際生活機能分類（ICF）

出典：山縣文治（2021）子どもの人権をどうまもるのか－福祉施策と実践を学ぶ－．放送大学教育振興会，
p.152.
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る困難さや、環境との間に生じ、とりわけ家庭

が置かれている状況と大きく関係すると説明し

ている。特に障害児にとって、家庭をはじめと

した環境的側面に関わる問題は、生きづらさに

より大きく関係し、子どもの主体性を阻害し、

QOL の低下を招くものとなる。同時に、障害

児を育てる家族にとっても、たとえば、社会全

体の障害への理解のなさ、差別・偏見は、生き

づらさを感じる大きな要因となる。子どもの発

達を支えるためには、まず家族を支えることか

ら始める必要があり（中田 2002 : 8）、保育者

は障害児への理解と同様、家族への理解を深め

ることが求められる。

なお、障害等への差別・偏見は、人が育つ社

会や環境によって生まれたり、なくなったりす

るもので、幼児期からの適切な障害理解教育が

必要とされる理由がそこにある（徳田 2005 :

11-12）。ただし、日本では、幼児期から障害

（者）等について触れる・学ぶ機会の少なさや、

障害等への意識変容に幼児期が重要な役割を果

たす点を理解している保育者が少ないこと等が

課題（直島ほか 2020 : 1045）であり、その点

も障害児や家族等の生きづらさ解消に向けた障

壁になっていると考えられる。

3．インクルージョン理念の進展・特性

（1）ノーマライゼーションからインクルージョ
ンへの展開
インクルーシブ保育は、インクルージョンに

基づいたものであるが、本理念の基盤にはノー

マライゼーションがある。

ノーマライゼーションは、1950年代のデン

マークにおいて、知的障害児を持つ親の会によ

る運動が発端となって生まれた理念である。当

時、知的障害児は、「障害がある」という理由

で、社会から隔離・分離された大型収容施設で

の生活を強いられている、まさにセグリゲーシ

ョン（segregation／隔離・分離）の状態であっ

た。このようななかで親の会は、知的障害のあ

る自身の子どもに、障害のない子どもと同等の

生活条件、家庭生活を可能な限り保障したいと

の思いから運動を始めた。この運動に尽力した

のが、「ノーマライゼーションの父」と呼ばれ

る N. E. バンク‐ミケルセン（Bank-Mikkelsen,

N. E.）で、ノーマライゼーションを「その国

で障害のない人が普通に生活している通常の状

態と、障害がある人の生活状態とを可能なかぎ

り同じにすること」（花村 1998 : 190）と定義

した。障害児・者が、できる限りノーマルな条

件で通常の生活をすること、当たり前の人間と

して生き、扱われる基本的権利が確立されるこ

とを目指した。そして、世界で初めて本理念を

反映させた「1959年法」の制定に至った。

1960年代以降、ノーマライゼーションはスウ

ェーデンをはじめ、その他の北欧諸国や北米へ

と伝わり、日本でも国際障害者年（1981年）

を契機として広がりを見せることとなった。

このノーマライゼーションは、障害を理由と

する差別の禁止、バリアフリー、ユニバーサル

デザイン等の理念形成・進展にも寄与する等、

世界全体に多大な影響を与えた。さらに、自立

生活運動や社会モデルの考え方とも共鳴し、障

害を理由に隔離・収容される（特定の生活施設

で生活する義務を負わされる）のは差別である

点を明確にした障害者権利条約にもつながって

いった（竹端 2020 : 25）。本条約は、「ノーマ

ライゼーションとインクルージョンの理念を国

際的に具現化した取り組み」（曽和 2013 : 7）

であり、インクルージョンとは、ノーマライ

ゼーションを基に、インテグレーション（inte-

gration）、メインストリーミング（mainstream-
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ing）を経て展開していった考え方である。つ

まり、「インクルージョンの考え方は、ノーマ

ライゼーション理念の発展と変化のなかで紡ぎ

だされてきた理念」（曽和 2013 : 10）と捉えら

れる。

（2）インクルージョン理念の特性・意義
インクルージョンは、「包み込む」という意

味を持ち、「包括」「包含」等と訳される。1980

年代以降、アメリカにおける障害児教育の分野

で注目され始め、1990年代に入り、アメリカ

等においてインテグレーションやメインスト

リーミングの理念に代わって用いられるように

なった。

たとえば、北米の学校等において、規模の大

小を問わずインクルーシブ・アプローチが試み

ら れ（Banerji and Dailey 1995 : 511）、イ ン ク

ルージョンに基づく学習プログラムが、学習障

害のある子ども（小学生）の読解や算数に関わ

る力の向上に効果があったことも報告されてい

る（Waldron and McLesky 1998 : 400）。このよ

うな、アメリカの教育現場におけるインクルー

ジョンの広がりには、1980年代半ばにかけて

Will（1986 : 411-415）が中心となって唱えた

「通常教育主導主義（Regular Education Initia-

tive）」の影響があるといえる5）。また、「万人

のための教育（Education for all）」を目指して、

「インクルーシブ教育（Inclusive Education）」

推進への政策的転換の必要性が確認された「サ

ラマンカ宣言（Salamanca Statement）」（1994

年）も一つの契機になったとされる。

保育、福祉、教育をはじめ、さまざまな分野

に影響を与えたノーマライゼーションも、その

根底には、「障害がある」「障害がない」という

区別がある。「障害という特別なものがある子

ども」と「障害のない子ども」という明確な枠

組みがあった上で、隔離・分離されていた障害

児も健常児と同じ社会で生活していくべきであ

るとする考え方といえる。

インテグレーションは、障害児を分け隔てな

い社会の仲間として受け入れていくこと、すべ

ての人があらゆる機会に協力していくことを意

味する。「統合化」と訳され、セグリゲーショ

ンやエクスクルージョン（exclusion／排除）と

対峙する理念である。ただし、障害児を分け隔

てない社会の仲間として受け入れるべきである

とするものの、障害児が健常児に求められる状

況に適応できるよう変えさせられたり、順応し

たりすることを期待される面がある。メインス

トリーミングは「主流化」と訳され、隔離・分

離されてきた障害児を可能な限り一般社会へ戻

し、彼らを主流化して、健常児と一緒に生活さ

せるべきとする考え方である。

これに対して、インクルージョンには、「障

害がある」「障害がない」という区別自体がな

く、誰もが特別なニーズを持っており、障害だ

けが特別なものではないと考えられる。障害児

は、もともと一般社会のなかに当たり前に存在

するものとされ、ここがインテグレーションと

メインストリーミングとは異なる点であり、

ノーマライゼーションを大きく発展させたもの

と捉えることができる。インクルージョンの根

底には、障害児も健常児も、もともとは社会の

なかに「含まれている」という考え方がある。

そして、障害児と健常児とを明確に区別し、障

害児を健常児集団に適応させるのではなく、子

ども一人ひとりが特別な支援を必要とする存在

であることを前提にしている（徳留 2018 :

23）。人は違いによって区別されるのではなく、

どのような子どもも「一人ひとり違って当たり

前」という前提に立ち、必要な支援を保障して

いこうとするものである（三木 2017 : 13）。す
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なわち、インクルージョンは、子どもは一人ひ

とりユニークな存在であり、違うことが当たり

前である点を前提として、すべての子どもを包

み込む保育・教育等におけるシステムのなか

で、個々の特別なニーズに応じた支援を保障し

ようとする考え方といえる。実際の保育・教育

現場では、障害児のみならず、どの子どもも、

それぞれに特別なニーズを持っている。たとえ

ば、不登校の子ども、さらには周囲から「頭が

いい」「優等生」等といわれる子どもであって

も、その生活状況を調べると、それぞれ異なっ

たニーズがある。このような、個別的なニーズ

に対する適切な支援の保障が、一人ひとりの個

性の尊重につながるという考え方こそ、インク

ルージョンにおいて重要な点である6）。

なお、日本では、現段階でインクルージョン

が十分に浸透しているとは言い難い。たとえ

ば、障害を理由に保育所の利用を断わられる

ケースがあったり、社会全体で障害等への差

別・偏見が根強く残っていたりする等、未だに

セグリゲーションの状態が払拭できていない部

分がある点は否めず、その浸透に向けて課題は

多いのが現状である。

4．インクルーシブ保育をめぐる
動向と課題

（1）障害児保育の捉え方・歴史
先述の通り、障害やインクルージョンに関し

て多くの課題が残るなか、ここでは、日本にお

ける「障害児保育」の捉え方と、その歴史につ

いて概観する。

山本（2015 : 324）は、「障害児保育」とは心

身に障害のある子どもを一般の保育施設で受け

入れて保育を行うことを指し、広義には、施設

を限定せず、障害のある子どもに対して行う保

育を意味すると説明している。柴崎（2009 :

84）は、どのような保育機関であろうと、障害

児が在園している場合、それは障害児保育を行

っており、健常児と一緒かどうかは問われない

としている。また、狭義の障害児保育は、保育

所で行っている障害児の保育事業を指すことが

あるとも述べている。

戦後の日本における障害児保育の始まりは、

1949年の私立愛育養護学校（戦前の愛育研究

所特別保育室が前身）での取り組みとされてお

り、1954年には、京都の鷹峰保育園特別保育

室で障害児保育が試みられている（酒井 2007 :

158）。1955年頃から高度経済成長が始まり、

働く女性の増加に伴って保育所増設要求が出さ

れたものの、健常児が保育所に入所できない状

況で、障害児は入所を拒否されていた（佐伯

2013 : 85）。1957年には、児童福祉法改正によ

り精神薄弱児通園施設（現：児童発達支援セン

ター）が新設されたが、当時は満 6歳以上の学

齢期の子どもが対象で、乳幼児の利用はできな

かった。障害児は、1960年代まで保育所にも

幼稚園にもほとんど入所することができず、家

族による自主的な障害児の保育の場造りへの取

り組みが大半であった（河内ほか 2005 : 280）。

このように、1960年代までの日本においては、

障害児は社会的・制度的に保育・教育の対象と

されていなかったため、ごく一部の民間施設を

除いて保育所や幼稚園を利用できず、在宅での

生活を余儀なくされる状況であったことが理解

できる。

その後、1960年代後半から 1970年代はじめ

にかけて、世界的インテグレーションの影響を

受けて障害児と健常児を共に保育を行う考え方

が主張されるようになった。障害児の親は、地

域の子どもたちが通う保育所・幼稚園に自身の

子どもを通わせたいと願い、民間の保育所で入
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所を認めるところも出てきた（青井・曽川

2018 : 1）。1973年には、東京都児童福祉審議

会「当面する保育問題について（答申）」等に

おいて、保育所における統合保育の必要性が提

言された（末次 2011 : 177）。それを踏まえて、

1974年には、厚生省（現：厚生労働省）通知

「障害児保育事業実施要綱」により保育所にお

ける障害児保育が制度化され、その後の制度改

定等を経て、全国的に障害児を受け入れる保育

所が増加していった。統合保育への取り組み

は、ノーマライゼーションの影響を受けて、

1970年代に徐々に広がっていった（酒井

2007 : 159）。近年ではインクルージョンの重要

性が叫ばれ、その理念に基づくインクルーシブ

保育が注目され始めている。

（2）統合保育とインクルーシブ保育
1）統合保育の意義・課題
統合保育は、障害児と健常児を明確に分け

て、両者の統合を図ろうとする保育、健常児を

対象とした通常保育の場に障害児が適応するよ

うに支援する保育、健常児集団での生活の場に

障害児が参加して適応するために個別的支援を

行うこと（小山 2018 : 14）と捉えられる。そ

の根底には、インテグレーションのみならず、

障害の有無に関わらず、すべての子どもが一緒

に生活していくことが当たり前であるとする考

え方、すなわちノーマライゼーションがある。

統合保育は、障害児を取り巻く健常児の理解を

深めること（田川ほか 2006 : 23）や、障害児

と健常児が、集団のなかで互いにふれあう生活

を経験することで、双方に社会生活上必要な基

礎能力が身につくとともに、子どもの人間性や

心身の発達に好ましい影響を与える（志方

2008 : 53）等、一定の効果はあるといえる。

しかし、その反面、いくつかの課題も指摘さ

れている。まず、元々子どもは障害の有無のみ

を前提とする必要はなく、発達差や個人差、個

性の違い等が多様であるにもかかわらず、統合

保育やインテグレーションは、はじめに障害あ

りきで発想し、「障害のある子ども」と「障害

のない子ども」の統合を図っていく点に課題が

ある（太田・河合 2013 : 18）。また、障害児と

健常児が一緒の場で活動を行うことを目指す保

育で、両者の統合を主な目的としていることか

ら、一人ひとりの保育ニーズに応えることがで

きないといった点も課題である（小山 2018 :

157）。さらに、統合保育実践では、健常児集団

の保育（活動）を前提に、障害児の発達や障害

特性に応じて、保育の工夫や特別な配慮が付加

され、健常児集団の活動に障害児を導き入れよ

うとする。そのため、形式的に障害児が健常児

集団の場に一緒にいるだけで、実際には障害児

が放置されたり、不本意な活動を強制されたり

といった、明確な分離ではない、一種の同化的

排除の問題が生じる点も指摘されている（浜谷

2018 : 4）。その他、医療的ケアを日常的に必要

とする子どもや、専門的な機能訓練を必要とす

る子どもの保育をどのように保障していくかと

いうことも、統合保育における課題の一つであ

る（丸山 2000 : 122）。これらの課題は、そも

そも日本において、基本となる理念や方法等の

根本的な改革が進まないまま場の統合だけが行

われ、障害児にも健常児に求められる内容に同

化するように保育が進められてきたことに一因

があると考えられる7）。

現在の保育現場は、調査数値（厚生労働省把

握の保育所における障害児数）で捉えられてい

る以上に、すでにインクルーシブな状況にあ

り、さまざまな事情を抱えた子どもに対して、

一人ひとりのニーズを把握し、支援を行う必要

に迫られる状況へと変化している（石井 2010 :
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24）。この点に関連して、浜谷ほか（2013 :

332）は、近年は、発達障害児や虐待を受けて

いる子どもの増加等、保育現場の子どもの姿が

多様化するなか、統合保育そのものを問い直す

時期にきていると指摘している。つまり、通常

の集団に特別な支援ニーズを持つ子どもを受け

入れる発想から、園そのものが異なる多様な支

援ニーズを持つ子どもが生活する場であり、障

害児は特別な支援ニーズを持つ一人であるとい

う視点に立つことが求められていると述べてい

る。石井（2010 : 15-16）も、急激な少子化が

もたらした社会状況の変化や、インクルージョ

ンが教育の基本的理念として浸透し始めたこと

等から、障害児への対応を「障害児を健常児集

団のなかで保育する」という従来の「統合保

育」の枠組みで捉えることの難しさを指摘して

いる。近年、日本の保育現場でインクルーシブ

保育の実質的な展開が期待される所以である。

2）インクルーシブ保育の捉え方・特性
日本でも統合保育からインクルーシブ保育へ

の転換が目指されるなか、「インクルーシブ保

育」の捉え方自体に、さまざまな見解がある。

ただし、未だ一定の定義づけとなる先行研究・

文献は少なく、検討の余地がある。

障害者権利条約（第 24条）では、「インク

ルーシブ教育システム」の概念が示され、文部

科学省も「共生社会の形成に向けたインクルー

シブ教育システム構築のための特別支援教育の

推進（報告）」（2012）でこれを引用している。

そこには、インクルーシブ教育とは、障害のあ

る者と障害のない者が共に学ぶ仕組みであり、

合理的配慮が必要とされている（權ほか 2019 :

45）。このインクルーシブ教育の考え方を、未

就学の子どもの保育に取り入れたものがインク

ルーシブ保育であると考えられる（阿部ほか

116）。

インクルーシブ保育の捉え方について、河

合・小山（2015 : 16）は、「人間社会内にある

多様性を尊重し、障がいの有無にかかわらず、

一人一人の教育的ニーズに応じた教育をするこ

と」としている。浜谷（2014 : 179 ; 183）は、

「子ども一人一人の違い、多様性・複雑性を前

提として保育が創造されることがインクルーシ

ブ保育の特徴でなければならない」、そして、

「なにか特別な保育というよりは、子ども一人

一人を大切にするという基本のもとに、保育者

集団で協力しながら、保育の計画やその時々の

臨機応変な即興的対応によって、目の前の子ど

もたちと本音で格闘しながら創造的に構築され

るもの」と指摘している。河合（2011 : 107）

は、これまでの障害児保育実践では、「どんな

に障害や困難をかかえていても子ども期から排

除されることなく、かけがえのない仲間や集団

のなかで一人ひとりがその子らしく輝き豊かに

発達していくことをめざして」きており、この

「どの子も排除しない保育こそインクルーシブ

保育の基本的な姿」ではないかと述べている。

さらに、山本・山根（2006 : 53）の指摘にある

ように、最初から障害の有無を前提とせず、す

べての子どもを対象とし、一人一人が異なるこ

とを踏まえ、そのニーズに応じた保育を行うこ

とを意味している。障害のある子どもと障害の

ない子どもというように二元的に論じられてき

た統合保育とは異なり、一元的に論じられるも

のである。

また、インクルーシブ保育の意義は、①子ど

もを保育の主体とみること、②主体者である子

ども自身のニーズを尊重すること、③多様性を

尊重すること、④インクルーシブ保育実践につ

ながる社会環境を創り出すことである（堀

2017 : 94-95）。その特性は、支援児に対する

「個別支援」と、さまざまな支援が必要な子ど
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もたちが保育所等の集団のなかで共に生活して

いく「共生」という、二つの概念が存在してい

る点にある（徳留 2018 : 23）。したがって、イ

ンクルーシブ保育は共生社会の形成という点

で、障害児のみならず、健常児にとっても意義

深いものであるといえる（久保山 2021 :

214）。

なお、筑波・七木田（2018 : 93-94）は、2015

年度から始まった子ども・子育て支援制度にお

いてさえ、インクルーシブ保育をはじめ、障害

児保育、インクルージョン等、関連用語の使用

法に混在・曖昧さがあり、それらが整理されな

いまま議論、実践が進んでいると指摘してい

る。このような課題を念頭に置きつつ、障害児

保育と、統合保育・インクルーシブ保育との関

係性をみると、「統合保育は障害児保育の一つ

の形態」（河内ほか 2005 : 279）とする見解に

加え、「障害児保育」は統合保育と同義で使わ

れる場合もあるが、分離保育、さらには就学年

齢以降も含む広い概念とする捉え方がある（石

井 2013 : 29）。木曽（2018 : 17-18）は、障害児

保育の形態としては、主に分離保育と統合保育

があるとした上で、近年はインクルーシブ保育

という考え方が浸透してきていると述べてい

る。工藤（2021 : 62）は、インクルーシブ保育

とは、日本の集団保育のように保育形態であ

り、保育方法であるという定義には収まりきら

ない意義を含んでいるとしている。その上で、

インクルーシブ保育は、学びから誰も排除しな

いことと、学習者の多様性に応えるために教育

システムやその他の学習環境を変換させる方法

を研究するアプローチであること、その目的は

幼児期から多様性を理解し、共生社会を目指す

ことにあると述べている。

以上のような見解・課題を踏まえ、本研究に

おけるインクルーシブ保育は、「障害の有無等

にかかわらず、すべての子どもを対象に、多様

な子ども同士の育ち合い、個々のニーズを尊重

した臨機応変な保育を行うこと」と捉えたい。

統合保育同様、障害児保育と必ずしも同義では

なく、その一つの形態であるといえる。同時

に、幼児期からの多様性の理解、共生社会構築

を目的とした、誰もが学びやすい保育・教育シ

ステムや環境づくりの方法を研究するアプロー

チでもあるという、単なる障害児保育の形態・

方法のみを意味するものではない、より幅広い

意味・意義を含んだ概念と考える。

（3）インクルーシブ保育と ICF との関連
保育現場でインクルーシブ保育実践を展開す

る上で、保育者自身の「障害」の捉え方も重要

な意味を持つ。先述の通り、国際的に共通する

障害の捉え方に ICF があり、広瀬・太田

（2014 : 47）は、インクルーシブ保育実施の保

育所における子どもの遊び場面や生活場面につ

いて、ICF を活用して評価・分析を行ってい

る。その結果、すでにインクルーシブな状況に

いる子どもの姿を、世界的に広がりつつある

ICF の枠組みを用いて捉えることは、インク

ルーシブ社会（共生社会）を目指す観点から保

育実践の意味づけに役立つとしている。同時

に、子どもの「参加」を支える促進要因に関し

て、異年齢保育の持つ多様性が大きく関与して

おり、保育者の考え方と実践場面でのかかわり

が影響を及ぼすと述べている。

佐伯（2013 : 91）は、巡回相談における保育

支援において、ICF の考え方は非常に重要な視

座であると指摘しており、次のように述べてい

る。

この ICF モデルは、困難をかかえている子

どもを支援する際に、環境因子（自然環境、社

会環境、物理的環境、人的環境）を整えること
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により、その子どもが活動しやすくなる、それ

によって当該状況に参加しやすくなることを示

しており、子どもの支援を考える際の非常に大

切な視座であるといえる。なお、環境因子を整

える際、子どものみに焦点をあてたミクロレベ

ルだけではなく、家族等のメゾレベル、専門機

関、行政、制度等のマクロレベルにも焦点を当

てることが大切である。

いずれの見解も、今後、インクルーシブ保育

を担う保育者が踏まえておくべきものである。

特に、子どものみならず、家族から専門機関、

行政、制度等に至るまで、幅広く焦点を当てて

環境因子を整えることは、障害児や家族等の生

きづらさの解消、共生社会構築に向けたインク

ルーシブ保育の実現を目指す上で重要な点と考

える。同時に、実際の保育現場で、保育者がど

こまで個々のニーズに応じて実践できるかが大

きな課題でもある。

5．今後の課題

ここまで述べて来たように、現在の日本の保

育現場において、インクルーシブ保育が実質的

に行われているとは言い難く、克服すべき課題

が山積している。ただし、日本はすべての障害

児・者の尊厳・権利を保障するための人権条約

である障害者権利条約をすでに批准している

（2014年）。本条約を「単に批准した」「絵に描

いた餅」で終わらせるのではなく、真の共生社

会構築に向けたインクルーシブ保育の実現とあ

り方が問われているわけである。

このような状況下、まずは ICF による「障

害」の捉え方を念頭に置き、障害児や家族等の

生きづらさが、子ども自身の心身機能の欠損、

能力低下から生まれるのではなく、環境自体が

抱える困難さや、環境との間に生じるものであ

る点を踏まえておく必要がある。そして、「共

生社会」「障害児保育」「インクルージョン」

「インクルーシブ保育」等の用語について、さ

らなる捉え方・関係性の検討・整理、保育現場

を含む社会全体への理解促進が必要である。

また、インクルーシブ保育を担う保育者一人

ひとりの意識や専門性についても、より一層の

向上を図っていくことが求められる。たとえ

ば、保育者は、障害児に対して、「障害児であ

る前に一人の子ども」「家族や地域社会の一人

として生活する子ども」という意識を忘れず、

子ども同士の関わり・仲間関係をどのように作

っていくか、すべての子どもにとって有意義な

保育が展開されるためには何が必要かという視

点・考え方を持つことが重要となる。そして、

子どもや家族のことを考え、個々のニーズにい

かに応えていくか、目先の状況・変化に惑わさ

れることなく、どのようなインクルーシブ保育

実践を目指すかを明確にしていくことが求めら

れる。その上で、子ども、家族、さらには地域

社会も対象とした幅広い視点・考え方も踏まえ

た、保育学の枠組みだけに留まらない、さまざ

まな分野の理論・技法を援用した実践を進める

ことが、今後の保育者のインクルーシブ保育に

関わる意識・専門性向上へつながると考える。

以上のような点も含め、また本稿で挙げた課

題以外の事項も勘案しながら、引き続き「日本

における共生社会構築の実現に向けたインク

ルーシブ保育のあり方」を検討していきたい。

付記
本研究は、JSPS 科研費 19K02655「障害等への

偏見変容に向けたインクルーシブ保育と保育者養
成教育のあり方に関する研究」の一環として実施
したものである。
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注
１）本調査の結果、日本社会で障害を理由とした
差別・偏見が「ある」と思う人は 83.9％とな
っている。また、障害者差別解消法の存在を
「知っている」が 21.9％、「知らない」が 77.2
％の回答であった（内閣府 2017）。

２）近年の調査により、第 2次世界大戦前にも
「障害」は用いられており、江戸時代末期の辞
書にも確認できる。「障碍（礙）」は、「しょう
がい」と読まれる場合には、明治期から現在
と同様の意味で用いられ、「障害」との明確な
使い分けはなかった、大正期には「障礙（障
碍）」よりも「障害」の方が多く用いられるよ
うになっていたという見解もある（文化庁
2010 : 10-12）。

３）「障害」の表記に関しては、これまで、障がい
者制度改革推進会議において度々議論が進め
られてきた。本文中の記述通り、当面は「障
害」を用いるのが妥当との見解であるが、今
後も国会での「障害」表記に関わる議論の動
向等も注視しつつ、検討が必要としている
（内閣府 2010 b : 12）。

４）「障碍」は、仏教では古くから「しょうげ」と
読み、「仏の悟りを得るための仏道修行の邪魔
をするさわり」等の意味で用いられた。悟り
を得る時に悪魔・怨霊等が邪魔をするという
ことで、「害」よりも「碍」の方が良い意味と
いうことにはならないとの見解もある（文化
庁 2010 : 13）。

５）「通常教育主導主義」では、従来の統合教育の
方式では十分な効果が期待できず、通常教育
と障害児教育の責任共有が唱えられ、その是
非が議論された。そしてこの提案は、「インク
ルージョン論争」へと引き継がれ、インク
ルージョンに関わる議論の深化へとつながっ
ていった（吉利・藤井 1999 : 1）。

６）インクルージョンは、「社会的観点（障害児を
はじめ、さまざまな人が共に生きる）」及び
「障害児保育の観点（障害児・者も共に生き
る）」からの捉え方がある。「社会的観点から
のインクルージョンとは、障害者を排除しな
いで受け入れ、共に生きていこうという意味
にのみ限定されるものではない。男の人も女
の人も、外国の人も自国の人も、少数民族の
人も『色々な人が共に』が本来の意味となる」
（堀 2014 : 2）。本研究での捉え方は、障害児保

育の観点のみならず、社会的観点からのイン
クルージョンも踏まえたものである。

７）堀正嗣は、日本の統合教育においては、ノー
マライゼーションが「共に生きる教育」を支
える理念として明確に意識されて進められた
わけではなく、集団主義教育等、従来の教育
論、教育方法が障害児にも適用されて行われ
てきたと指摘している（堀 1998 : 101）。これ
を受けて澤田英三は、統合保育に関しても同
様のことがいえると述べている（澤田 2013 :
200）。
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